
第１　令和３年度東郷町当初予算の概要

　　　会計別当初予算の規模
（単位：千円、％）

令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率

13,159,000 12,815,000 344,000 2.7

国民健康保険 3,308,610 3,329,454 ▲ 20,844 ▲ 0.6

国民健康保険東郷診療所 123,398 129,172 ▲ 5,774 ▲ 4.5

後期高齢者医療 616,840 595,751 21,089 3.5

介護保険 2,636,167 2,624,261 11,906 0.5

小　　計 6,685,015 6,678,638 6,377 0.1

企 業
会 計

下水道事業 1,244,659 1,253,601 ▲ 8,942 ▲ 0.7

21,088,674 20,747,239 341,435 1.6

※　▲は、減を示しています。

合　　計

一　　般　　会　　計

会計名

特 別
会 計

一般会計の予算規模は131億5,900万円となり、令和２年度当初予算に比べて３億4,400

万円の増額となりました。

令和３年度は、第６次東郷町総合計画の初年度として、本町が新たな未来のかたちへ

と躍進する第一歩を踏み出す年です。 新型コロナウイルス感染症による社会情勢の変化

を一つの契機と捉え、更なる変革を促進して町民の皆様一人一人の想いに応えるととも

に、町民の皆様はもちろん、今後、本町への転入を検討される皆様から、「やっぱり住

むなら東郷町」と思っていただけるようなまちづくりを主眼とし、予算を編成しまし

た。

令和２年度に引き続き、「子育て世代に優しく」、「高齢者に優しく」、「暮らしに

優しく」の３つの想いをベースに、第６次東郷町総合計画に掲げる将来都市像「人・ま

ち・みどり ずっと暮らしたい とうごう」の実現に向け、私立認定こども園の整備、

小中学校におけるICT支援員の配置、健康づくり・介護予防事業の充実、公園を始めとし

た憩いの場の整備、公共交通の充実等を推進するとともに、その他の各種事業において

も、次世代のまちづくりを見据えた夢と希望に満ちたものとなっています。

また、セントラル開発では引き続き東郷中央土地区画整理組合に対して助成金を交付

し、魅力あるまちの中心核を形成するとともに、本町の魅力を町内外へと積極的に発信

することで、持続的に発展するまち・選ばれるまちの構築を目指します。
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第２　令和３年度東郷町一般会計当初予算の概要

　１　歳入の状況

（単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比

1 町税 6,292,705 47.8 6,609,792 51.6 ▲ 317,087 ▲ 4.8

2 地方譲与税 90,519 0.7 92,519 0.7 ▲ 2,000 ▲ 2.2

3 利子割交付金 5,000 0.0 7,000 0.1 ▲ 2,000 ▲ 28.6

4 配当割交付金 37,000 0.3 40,000 0.3 ▲ 3,000 ▲ 7.5

5 株式等譲渡所得割交付金 30,000 0.2 30,800 0.2 ▲ 800 ▲ 2.6

6 法人事業税交付金 29,000 0.2 26,000 0.2 3,000 11.5

7 地方消費税交付金 869,000 6.6 860,000 6.7 9,000 1.0

8 ゴルフ場利用税交付金 12,000 0.1 15,500 0.1 ▲ 3,500 ▲ 22.6

9 環境性能割交付金 30,000 0.2 25,547 0.2 4,453 17.4

10 地方特例交付金 84,467 0.6 64,176 0.5 20,291 31.6

11 地方交付税 732,000 5.6 584,060 4.6 147,940 25.3

12 交通安全対策特別交付金 5,631 0.1 6,257 0.1 ▲ 626 ▲ 10.0

13 分担金及び負担金 5,612 0.1 18,616 0.1 ▲ 13,004 ▲ 69.9

14 使用料及び手数料 183,732 1.4 200,890 1.6 ▲ 17,158 ▲ 8.5

15 国庫支出金 1,610,342 12.2 1,545,463 12.1 64,879 4.2

16 県支出金 927,911 7.1 898,925 7.0 28,986 3.2

17 財産収入 3,017 0.0 3,015 0.0 2 0.1

18 寄附金 101,002 0.8 17,802 0.1 83,200 467.4

19 繰入金 603,482 4.6 500,001 3.9 103,481 20.7

20 繰越金 31,689 0.2 48,621 0.4 ▲ 16,932 ▲ 34.8

21 諸収入 402,691 3.1 398,316 3.1 4,375 1.1

22 町債 1,072,200 8.1 821,700 6.4 250,500 30.5

自動車取得税交付金 0 0.0 0 0.0 0 皆減

13,159,000 100.0 12,815,000 100.0 344,000 2.7

内 自主財源 7,623,930 58.0 7,797,053 60.8 ▲ 173,123 ▲ 2.2

訳 依存財源 5,535,070 42.0 5,017,947 39.2 517,123 10.3

※１　▲は、減を示しています。

※２　款の番号が網掛けとなっているものは、自主財源を示しています。

　 自主財源・・・町が自主的に収入することができる財源

　 依存財源・・・国・県から交付される財源

増減率科目（款）

合　　　計

令和３年度 令和２年度
比較増減
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県支出金

町債

地方交付税

地方譲与税

計

社会資本整備総合交付金

橋りょう

耐震

消防

計

○増減額の主な理由

・地方特例交付金

減収補填特例交付金20,290千円の増額

・地方交付税
税収減等による影響に伴う普通交付税147,940千円の増額

・使用料及び手数料
東郷あやめ保育園を認定こども園に移行することによる保育所使用料（現年度分）

20,932千円の減額

・国庫支出金
保育所等整備交付金137,248千円の皆増、障がい者自立支援給付費等国庫負担金35,706

千円の増額、都市再生区画整理事業交付金89,945千円の減額

・県支出金
障がい者自立支援給付費等県費負担金17,853千円の増額、衆議院議員総選挙委託金

17,620千円の皆増

・寄附金
東郷ふるさと寄附金93,200千円の増額

・繰入金
財政調整基金繰入金100,000千円の増額、森林環境譲与税基金繰入金3,481千円の皆増

・町債
臨時財政対策債282,000千円の増額、保育所等整備事業債81,200千円の皆増、公共事業

等債57,300千円の減額

自主財源
58.0%

依存財源
42.0%

町税

47.8％

繰入金
4.6%

諸収入
3.1%

その他
2.5%

国庫支出金
12.2%

その他交付金
8.3%

県支出金
7.1%

町債
8.1%

地方交付税
5.6%

地方譲与税
0.7%

歳入予算額構成比

予算額

131億5900万円
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　２　町税の内訳

（単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比

個人分 2,573,922 40.9 2,934,117 44.4 ▲ 360,195 ▲ 12.3

法人分 276,759 4.4 264,738 4.0 12,021 4.5

小　計 2,850,681 45.3 3,198,855 48.4 ▲ 348,174 ▲ 10.9

2,659,475 42.3 2,646,398 40.0 13,077 0.5

96,070 1.5 92,468 1.4 3,602 3.9

259,359 4.1 241,170 3.7 18,189 7.5

427,120 6.8 430,901 6.5 ▲ 3,781 ▲ 0.9

6,292,705 100.0 6,609,792 100.0 ▲ 317,087 ▲ 4.8

※　▲は、減を示しています。

増減率

町
民
税

固定資産税

軽自動車税

町たばこ税

都市計画税

合　　計

科　　目
令和３年度 令和２年度

比較増減

2,759 2,817 2,840 2,868 2,934
2,574

250 251 270 341 265

277

2,415 2,480 2,457
2,555 2,646

2,659

68 74 82
86 93

96
246 234 222

223 241

259
405 410 405

423 431
427

6,143 6,266 6,278
6,497 6,610

6,293

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3

町税予算の推移（単位：百万円）

個人分 法人分 固定資産税 軽自動車税 町たばこ税 都市計画税 合計
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○増額の主な理由

・個人町民税
新型コロナウイルス感染症の影響に伴う個人所得の減を見込み所得割額を

362,762千円減額

・固定資産税
ららぽーと愛知東郷の開業に伴う店舗設備の増を見込み償却資産を42,512千円

増額、評価替えによる評価額の減を見込み家屋を34,273千円減額

・町たばこ税
税率改正に伴う増を見込み18,189千円増額

個人町民税
40.9%

法人町民税
4.4%

固定資産税
42.3%

軽自動車税
1.5%

町たばこ税
4.1%

都市計画税
6.8%

町税内訳構成比

合計額

62億9270万5千円
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　３　歳出の状況

　　⑴　目的別 （単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比

1 議会費 138,038 1.1 137,763 1.1 275 0.2

2 総務費 1,885,863 14.3 1,805,994 14.1 79,869 4.4

3 民生費 5,497,837 41.8 5,174,002 40.4 323,835 6.3

4 衛生費 1,017,059 7.7 1,038,371 8.1 ▲ 21,312 ▲ 2.1

5 労働費 18,656 0.1 20,628 0.2 ▲ 1,972 ▲ 9.6

6 農林水産業費 72,443 0.6 66,536 0.5 5,907 8.9

7 商工費 118,442 0.9 108,734 0.8 9,708 8.9

8 土木費 1,383,872 10.5 1,575,452 12.3 ▲ 191,580 ▲ 12.2

9 消防費 595,732 4.5 627,647 4.9 ▲ 31,915 ▲ 5.1

10 教育費 1,546,238 11.8 1,473,520 11.5 72,718 4.9

11 災害復旧費 500 0.0 500 0.0 0 0.0

12 公債費 854,314 6.5 755,847 5.9 98,467 13.0

13 諸支出金 6 0.0 6 0.0 0 0.0

14 予備費 30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0

13,159,000 100.0 12,815,000 100.0 344,000 2.7

※　▲は、減を示しています。

増減率科目（款）

合　　　計

令和３年度 令和２年度
比較増減
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議会費

総務費

民生費

衛生費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

その他

和合ケ丘・新池線

和合横断歩道橋

○増減額の主な理由

・総務費
ふるさと納税事務委託料37,590千円の増額、LivR TOGOテナント管理業務委託料

及び賃借料18,895千円の皆増、乗合タクシー車両使用料18,397千円の皆増

・民生費
（仮称）東郷こども園整備費補助金271,713千円の皆増、共同生活援助費を始め

とした自立支援給付費71,581千円の増額

・衛生費
いこまい館駐車場整備工事費42,300千円の皆減、男性に対する風しん抗体検査及

び予防接種委託料8,524千円の減額、日進市南部浄化センター整備費負担金32,195
千円の皆増

・土木費
東郷町土地区画整理事業助成金179,888千円の減額、橋りょう補修工事費56,427

千円の皆減、白土・涼松地区計画道路31号整備事業35,904千円の皆減、白土・涼松
地区計画道路14号整備事業32,412千円の皆減、上城さくら公園築造工事費126,541
千円の皆増

・消防費
傍示本分団詰所建替事業34,550千円の皆減

・教育費
小学校屋上防水改修事業34,701千円の皆増、小中学校ICT支援員委託料16,894千

円の皆増、小学校防火シャッター改修工事費10,000千円の増額

議会費
1.1%

総務費
14.3%

民生費
41.8%衛生費

7.7%

農林水産業費
0.6%

商工費
0.9%

土木費
10.5%

消防費
4.5%

教育費
11.8%

公債費
6.5%

その他
0.3%

歳出目的別構成比

予算額

131億5900万円
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　　⑵　性質別 （単位：千円、％）

金額 構成比 金額 構成比

義務的経費 6,460,303 49.1 6,252,459 48.8 207,844 3.3

人件費 2,790,529 21.2 2,782,772 21.7 7,757 0.3

扶助費 2,815,460 21.4 2,713,840 21.2 101,620 3.7

公債費 854,314 6.5 755,847 5.9 98,467 13.0

投資的経費 1,138,919 8.7 1,128,172 8.8 10,747 1.0

普通建設費 1,138,419 8.7 1,127,672 8.8 10,747 1.0

災害復旧費 500 0.0 500 0.0 0 0.0

その他の経費 5,559,778 42.2 5,434,369 42.4 125,409 2.3

物件費 2,547,791 19.4 2,494,591 19.5 53,200 2.1

維持補修費 18,470 0.1 16,890 0.1 1,580 9.4

補助費等 1,671,680 12.7 1,556,049 12.1 115,631 7.4

積立金 5 0.0 3,524 0.0 ▲ 3,519 ▲ 99.9

投資・出資・貸付金 216,146 1.6 259,517 2.0 ▲ 43,371 ▲ 16.7

繰出金 1,075,686 8.2 1,073,798 8.4 1,888 0.2

予備費 30,000 0.2 30,000 0.3 0 0.0

13,159,000 100.0 12,815,000 100.0 344,000 2.7

※　▲は、減を示しています。

性質名称
令和３年度 令和２年度

比較増減 増減率

合　　　計
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○増減額の主な理由

・扶助費
共同生活援助費を始めとした自立支援給付費71,581千円の増額

・公債費
平成28年度及び平成29年度借入債の元金償還開始分103,160千円の増額

・物件費
ふるさと納税事務委託料37,590千円の増額、LivR TOGOテナント管理業務委託料及び賃

借料18,895千円の皆増

・補助費等
下水道事業会計に対する負担金35,658千円の増額、日進市南部浄化センター整備費負

担金32,195千円の皆増、巡回バス運行事業費補助金12,347千円の増額、工場等新設促進
奨励金7,484千円の増額

・積立金
森林環境譲与税基金積立金3,519千円の皆減

・投資・出資・貸付金
下水道事業会計に対する出資金43,371千円の減額

予算額

131億5900万円

 9



　４　基金の状況

　　⑴　基金の年度末残高の推移 （単位：千円）

※　令和２年度は、見込みの数値です。

　　⑵　森林環境譲与税基金繰入金の充当事業 （単位：千円）

6 2 1

8 4 2 3,519

1,870

特定財源

地方債
基　金
充当額

0

半ノ木公園遊具取替事業 5,130 0 0 1,611

国　県
支出金

項款

銀河の森分収造林管理事業 0 0

財源内訳

一般財源
予算額事業名目

7,000 0 0 3,481

1,870

新型コロナウイルス
感染症対策基金

- - - - 165,792

合　　計 1,848,619 1,856,981 1,954,870 1,957,040 2,146,946

3,519合　　　計

土地開発基金 101,206 101,336 101,406 101,517

森林環境譲与税基金 - - -

101,638

地域福祉基金 10,163 10,176 184 184 184

図書館整備基金 3,066 3,066 3,067 3,069 3,072

公共施設整備基金 325,300 339,735 351,687 256,085 309,440

減債基金 230,610 310,149 310,272 464,353 464,817

1,092,519 1,188,254 1,130,176 1,096,830

その他基金 670,345 764,462 766,616 826,864 1,050,116

1,656 5,173

基　金 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

財政調整基金 1,178,274

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

H28 H29 H30 R1 R2

基金の年度末残高の推移 （単位：百万円）

その他基金

財政調整基金

1,957

1,093

1,849 1,857
1,955

2,147

1,178 1,188 1,130 1,097

670 766 766 827 1,050
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　５　町債（一般会計）の状況

　　⑴　令和３年度起債発行予定額一覧 （単位:千円）

　　⑵　町債残高（元金）の推移 （単位:百万円）

※　R2・R3は、見込みの数値です。

その他起債

一般事業債 94,900

合　計

地方道路等整備事業債 108,100

8,189

臨時財政対策債

起　債

その他起債

H26H24

4,931

647,000

2,300

金　額

1,072,200

防災対策事業債

公共事業等債 112,700

社会福祉施設整備事業債 81,200

3,258

起　債

5,889

合　計

H25 H27

臨時財政対策債

学校教育施設等整備事業債 26,000

8,259

2,969

5,743

3,016

5,301

2,958

8,556

5,587

8,610

H28

5,830

2,780

8,759

2,674

8,563

H29

8,910

H30

6,059

2,851

R1

6,033

3,550

9,583

R3

6,166

4,314

10,480

6,033

4,192

R2

10,225

・臨時財政対策債については、発行額を647,000千円としたことで、前年度比282,000千円の大幅な
増額となりました。これにより、令和３年度残高は大きく増加する見込みです。

・臨時財政対策債を除くその他起債については、近年のセントラル開発によるものに加え、上城さく
ら公園築造事業等により、大幅に残高が増加する見込みです。今後も公共施設の老朽化対策事業
等の実施により増加していくことが予想されます。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

町債残高（元金）の推移 (単位：百万円)

その他起債

臨時財政対策債

8,18 8,259
8,556 8,759 8,610 8,563

8,910

9,583

10,225 10,480

3,258 2,958
2,969 3,016 2,780 2,674 2,851

3,550
4,192

4,314

4,931 5,301
5,587

5,743 5,830 5,889 6,059 6,033 6,033 6,166
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　６　社会保障財源化分の地方消費税の充当事業

○歳入
社会保障財源化分の地方消費税額
（地方消費税交付金の22分の12を社会保障財源化分として算出）

○歳出
（社会福祉） （単位：千円）

3 1 1

3 1 1

3 1 1

3 1 1

3 1 1

3 1 3

3 1 3

3 1 3

3 1 3

3 1 3

3 1 3

3 1 3

3 1 3

3 1 4

3 1 7

3 2 1

3 2 1

3 2 1

3 2 1

3 2 2

3 2 3

3 2 4

3 2 4

3 2 5

474,000千円 

款 項 目 事　業 予算額

財源内訳
特定財源

一般財源国　県
支出金

地方債 その他

一般財
源のう
ち地方
消費税

6,76531,490

1,487,439 319,535合　　計 3,609,180 1,992,797 81,200 47,744

23,250障がい者自立支援給付費事業 427,585 319,356

障がい者（児）支援サービス事業 5,222

障がい者扶助事業 48,319

地域生活支援事業

10,380

108,229

5,222

48,319

1,122

障がい者相談支援事業

44,312 14,446

43,205

後期高齢者福祉医療費給付事業 62,140

23,410 11,704

30,650

11,706 2,515

26,956 5,7912,910

246,090 52,866

2,450 62,260

子ども医療費事業 303,990 56,900 1,000

13,375

母子・父子家庭医療費事業 24,000 12,000 50 11,950 2,567

障がい者医療費事業 107,915

自立支援医療費事業 27,400 20,550 1,471

55,847 400,204 85,973

2,889 1,734 576 579

6,850

14,552

124

後期高齢者医療特別会計負担金事業 456,051

21,159 9,524 2,045

未熟児養育医療費事業

6,939 875

高齢者在宅支援サービス事業 14,610 58

1,303

2,416母子父子・遺児福祉支援事業 11,249

3,126

後期高齢者長寿健診事業 30,683

6,064

11,249

高齢者生きがい対策事業

7,685 127 10,118

児童発達支援事業所運営事業 2,581 392

2,173子育て支援事業 17,930

2,189 470

障がい児支援事業 167,452 123,955 43,497 9,344

児童館運営事業 34,165 2,990 9,726 21,449 4,608

児童手当支給事業 156,272

46,363587,056 81,200

33,571698,180

3,330 1,748

854,452

215,820民間保育所運営支援事業 884,076

35,1021,942 9,688保育園運営事業 46,732

病児保育事業 5,078 376

7,541
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（社会保険） （単位：千円）

3 1 2

3 1 8

（保健衛生） （単位：千円）

4 1 2

4 1 2

4 1 3

　７　都市計画税の充当事業

8 4 1

8 4 2

8 4 2

8 4 3

8 5 1

12 1 1

12 1 2

　８　森林環境譲与税の充当事業

8 4 2 3,519 3,519

国　県
支出金

地方債 その他

半ノ木公園遊具取替事業 5,130 1,611

（単位：千円）

款 項 目 事　業 予算額

財源内訳 一般財
源のう
ち森林
環境譲
与税

特定財源

一般財源

56,914 43,691

556,384 427,120

1,1591,510

（単位：千円）

437,249 437,249

6,567

335,664

8,555

15,731

合　　計 792,958 60,055 171,200 5,319

建設事業分公債費元金事業

建設事業分公債費利子事業 1,510

94,900 31,641

56,914

開発推進事業 144,910 60,055 76,300

下水道事業会計繰出金事業

24,290

公園緑地等維持管理事業 25,811 5,319 20,492

公園緑地築造事業 126,541

都市計画一般管理事業 23 23

款 項 目 事　業 予算額

財源内訳
特定財源

一般財源国　県
支出金

地方債

1,611

款 項 目 事　業 予算額

財源内訳
特定財源

369,491

125,046

一般財源

一般財
源のう
ち地方
消費税

123,629

79,375

国民健康保険特別会計繰出金事業 235,576 26,863

389,669 20,178

106,238

26,558

一般財
源のう
ち地方
消費税その他

国　県
支出金

地方債 その他

110,530

成人保健健康診査事業 55,313 2,709 3,297 49,307

合　　計 625,245 130,708 494,537

介護保険特別会計繰出金事業

財源内訳
特定財源

一般財源国　県
支出金

地方債

11,07751,563

款 項 目 事　業 予算額

感染症まん延防止事業 125,240

合　　計 233,117 5,195

母子保健健康診査事業 52,564 875

18

一般財
源のう
ち都市
計画税その他

224,499 48,2273,423

126

10,592
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　９　東日本大震災からの復興等のための臨時増税の使途
　

○歳入
平成26年度決算額
平成27年度決算額　　　　
平成28年度決算額　　　　
平成29年度決算額　　　　
平成30年度決算額　　　　
令和元年度当初予算額　　　　
令和２年度当初予算額　　　　
令和３年度当初予算額　　　　
令和４～５年度の間の収入見込額
平成26～令和５年度の間の収入見込額

※　平成26年度から平成30年度までの決算額は、個人町民税均等割額を１人当たりの税率

　　3,500円で除して得た額に臨時増税500円を乗じて算出した数値です。

○歳出
緊急防災・減災事業のうち臨時増税を財源とした事業費
（表の特定財源のうち地方債及び一般財源の計）

（単位：千円）

10,259千円 
10,439千円 
10,562千円 
10,726千円 

11,084千円 

22,856千円 

11,254千円 

10,931千円 

109,539千円 

155,205千円 

年度 事　業 事業費

財源内訳
特定財源

一般財源国　県
支出金

地方債 その他

23 消防救急デジタル無線整備事業 71,155 7,285 26,976 36,664

25 デジタル同報無線整備事業 104,619 49,752 54,700

役場庁舎耐震改修事業 73,132 73,100

230

167

11,428千円 

32

合   計 248,906 57,037 154,776 36,664 429

25

東日本大震災からの復興を図ることを目的として、全国的に、かつ、緊急に東郷町が

実施する防災のための施策に要する費用の財源とするため、臨時の措置として平成26年

度から令和５年度までの間、個人町民税の均等割を500円加算しています。
その財源を見込み、平成23年度から平成25年度までの間に増税に先行して実施した緊

急防災・減災事業は表のとおりであり、財源（見込）を上回る事業を実施していること
がわかります。
南海トラフ地震等の発生のおそれがある中で、救急体制や避難情報の伝達、防災拠点

の整備等を実施しました。

※１ 消防救急デジタル無線整備事業は、尾三消防組合で平成23年度予算を繰り越して平成
24年度に実施した事業で、その事業費を平成23年度の組合負担金の按分率で東郷町分を
算出した数値です。

※２ デジタル同報無線整備事業費及び役場庁舎耐震改修事業費は、平成25年度の決算額を
表示しています。
また、役場庁舎耐震改修事業の平成24年度分は、防災対策事業として実施したため

計上していません。
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子育て世代に

優しく
高齢者に

優しく

暮らしに

優しく
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